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要旨：特定健康診査（特定健診）および特定保健指導は，生活習慣病の進展予防と将来の医療費
抑制を主な目的として40歳～ 74歳の被用者保険や国民健康保険の加入者を対象として実施されて
いる。特定健診では，健診結果および質問票回答内容に基づき，内臓脂肪型肥満とそれに関連す
る疾患（高血圧症，2 型糖尿病，脂質異常症）のリスクが高く，かつ前述 3 疾患に対する投薬治
療を行っていない個人を特定保健指導対象者とする。対象者に対しては，医師・保健師・管理栄
養士などの専門家が，生活習慣を見直すためのサポートを実施する。
　慶應義塾では，特定健診の受診率は，2008年の70％前後から漸増し90％近くに及んでいる。
開始時と比較し，メタボリックシンドローム，メタボリックシンドローム予備群および特定保健
指導対象者は，僅かではあるが，男女ともに低下している。特定保健指導については，対象者に
とってより利用しやすい環境が整えられ，2022年度からは実施率も向上し，国から第 4 期におい
て目標とされる60％に近い数字となっている。
　生活習慣病の予防に重要とされる規則正しい生活習慣は，がんや精神疾患にも有用とされており，
特定保健指導による生活習慣の改善は心身双方に有用である。現在，日本の労働人口の約 3 人に
1 人が何らかの疾病を抱えながら働いている。教職員の健康管理において，特定保健指導はその
一部であり，指導の機会を最大限活用する必要がある。
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はじめに
特定健康診査（特定健診）および特定保健指

導は，40歳～74歳の被用者保険や国民健康保
険の加入者を対象として実施されている健康施
策である。この制度は，生活習慣病の進展予防
と将来の医療費抑制を主な目的としている。第 1
期 （2008年度～2012年度），第 2 期 （2013年度
～2017年度），第 3 期 （2018年度～2023年度），
と定期的な見直しによる変革がなされてきた。
2024年度からは第 4 期 （2029年度まで） が始
まっている。本総説では，2023年度まで16年
間の特定健診および特定保健指導を振り返り，
慶應義塾での取り組みについて述べ，教職員健
康管理の中でどう活かすかについて述べる。

1．特定健診および特定保健指導の目的
特定健診および特定保健指導は健康日本21

の枠組みに組み込まれている。第 1 次健康日本
21 （2000年～2012年） は，壮年期死亡の減少，
健康寿命の延伸及び生活の質の向上を実現する
ことを目的に「一次予防の重視」を，第 2 次健
康日本21（2013年～2023年） は，あらゆる世代
での「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」を主
要な目標としてきた 1 ）。現在，第 3 次健康日本
21が進行中である。

世界的にも医療費は年々上昇しているが，日
本の場合，国民皆保険制度かつ超高齢社会によ
り医療給付金および介護給付金が増大し，結
果，公費負担増はもちろんのこと，事業者およ
び被保険者の負担が増加している 2 ）。現在，日
本の人口は生産年齢人口を中心に減少し，高齢
者数は2040年頃まで増加すると見込まれてお
り，医師の働き方改革も進むことから，今後医
療従事者の確保も困難となることが見込まれる
3 ）。2019年国民生活基礎調査によると，要支援
になった原因の 1 位は関節の疾患，2 位は高齢
による衰弱，3 位は骨折・転倒，要介護になっ
た原因の 1 位は認知症，2 位は脳血管疾患，3
位は骨折・転倒となっている 4 ）。関節の疾患お
よび骨折・転倒は，ロコモティブシンドローム

に起因する疾患で，女性に多い。認知症，脳血
管障害は，メタボリックシンドロームに起因す
る疾患で，男性に多い 4 ，5 ）。

特定健診では，健診結果および質問票回答内
容に基づき，内臓脂肪型肥満とそれに関連する
疾患（高血圧症，糖尿病，脂質異常症）のリス
クが高く，かつ前述 3 疾患に対する投薬治療を
行っていない個人を特定保健指導対象者とす
る。対象者に対しては，医師・保健師・管理栄
養士などの専門家が，生活習慣を見直すための
サポート＝特定保健指導を実施する 6 ）。

2．慶應義塾での特定健診および特定保健
指導
慶應義塾では，慶應義塾健康保険組合 （以下

慶應義塾健保） により特定健診および特定保健
指導が実施されている。特定健診については，
開始時より主に保健管理センターが業務委託を
受け，教職員健診の中で実施している。特定健
診の受診率は，2008年当初の70％前後から漸
増し90％近くに及んでいるが，ここ数年は頭
打ちとなっており，男性に比べ女性で低くなっ
ている （図 1 ）。開始時と比較し，メタボリック
シンドローム，メタボリックシンドローム予備群
および特定保健指導対象者は，僅かではあるが，
男女ともに低下している（図 2 a b）。特定保健
指導については，第 3 期 1 年目 （2018年度） ま
では保健管理センターが主に業務委託を受けて
いたが，2 年目 （2019年度） からは外部委託も
始まり，参加の方法も対面とオンラインから，
指導するものの専門性も複数から選ぶことが可
能となり，選択肢の幅が広がり，対象者にとっ
てより利用しやすい環境が整えられている。第
3 期 3-4 年目 （2020-2021年度） は新型コロナ
ウイルス感染拡大の時期にあたり，特定保健指
導実施率は2019年度に比べ著減した （図 3 ）。
2021年度からは，特定保健指導対象者に，対
象者のデータが慶應義塾健保の被保険者の中で
どのような位置にあるかを視覚的に示す「健康
スコアリングリポート」を慶應義塾健保から送
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図1　特定健診受診率

図2　メタボリックシンドローム、メタボリックシンドローム予備群および
特定保健指導対象者の割合

図3　特定保健指導利用者割合
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付し，google formから特定保健指導の申し込
みをするようになっている。2022年度からは
特定保健指導の実施率も向上し，国から第 4 期
において目標とされる60％に近い数字となっ
ている（図 3 ）。

3．特定健診および特定保健指導の効果に
ついての文献的考察
これまでに，National Data Base（NDB：日

本の全保険者からのレセプトデータ）やJMDC 
Claims Database（複数の健康保険組合のレセ
プトおよび健診データ）を用いた大規模な疫学
報告がいくつかある。それらによると，特定保
健指導参加者は非参加者に比べ，3 年後の肥満
と他の心血管危険因子の改善が有意に大きいと
いう報告や 7 ），特定保健指導対象者となった 3
年後，対象者および参加者の双方に，有意だが
軽度の体重減少およびHbA1c低下効果が認め
られたという報告がある 8 ）。一方，男性の特定
保健指導参加者で，介入 1 年後は僅かに有意な
体重減少が得られたものの，介入 3－4 年目に
は臨床的に意味のある体重減少や他の心血管危
険因子の改善は認められなかったという報告も
ある 9 ）。最長10年にわたる追跡調査では，特定
健診を受けることそのものが，糖尿病や高血圧
の発症リスクを抑えることも報告されている10）。
最終目的である，脳心臓血管疾患や糖尿病合併
症の発症抑制効果の評価に関する報告は今のと
ころ乏しい。

特定保健指導が医療費削減に寄与しているか
については議論がある。厚生労働省のNDB分
析では，糖尿病予備群 （HbA1c：5.6-6.5％） で
保健指導参加群と不参加群の 6 年後の医療費を
比較したところ，1 人あたりの実績医療費から
期待医療費を引いた差が僅かに減少していた 8 ）。
よって，短期的には，特定保健指導対象者とな
ることや特定保健指導に参加することが医療費
を抑制する可能性はある 8 ）。

これら，特定保健指導の効果検証は，「対象
者に対し参加者の割合が少ない」，「脱落者が多

い」ことに加え，「ハイリスク集団である対象者
の中で継続参加者はそもそもヘルスリテラシー
が高い」可能性があり難しい。また，特定保健
指導を受ける過程でデータによっては受診を要
し医療費が増える可能性もある。

2023年国民健康・栄養調査の年齢調整デー
タによると，20歳以上において2011年以降，
BMI25kg/m2 以上の肥満者および糖尿病の有
病率は，男女共にほぼ横ばい，高血圧の有病率
については，男女共に低下傾向にある。脂質異
常症については，男性は横ばいだが，女性は
漸増している11）。一方，40歳～74歳男女にお
けるメタボリックシンドロームおよびその予
備群は，特定健診開始の2008年度で約1400万
人から漸増し，コロナ禍で前年度に比べ急増
し，2020年度には約1599万人となった12）。翌
2021年度には1564万人に下がっているが，健
康日本21の目標で掲げられた2008年度と比べ
て25％の減少という目標には及んでいない12）。
また，1973年から2019年の47年間で，女性は
20代から70歳以上の年齢階級別のいずれにお
いてもBMI25kg/m2 以上の肥満者がほぼ横ば
いであるのに対し，男性では，全年齢層で右肩
上がりであり，特に30～50代で著明な増加が
認められている13）。男性における肥満者の増加
が，メタボリックシンドロームおよび予備群の
増加に寄与している可能性がある。よって，男
性のメタボリックシンドロームに対し，より効
果的な対策を講じる，あるいはより若年からア
プローチする必要があると考えられる。

4．教職員の健康向上にどう活かすか
現状，国の医療費の内訳は，がん，脳卒中，

心筋梗塞等の心血管疾患，糖尿病，精神疾患
の 5 疾病が多くを占める14）。生活習慣病の予防
と早期発見のために重要とされる規則正しい生
活習慣は，がんや精神疾患にも有用とされてお
り，特定保健指導による生活習慣の改善は心身
双方に有用である。一方で，メタボリックシン
ドロームへの対策が中心のため，メタボリック
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シンドロームの有病率が低い女性への特定保健
指導の機会は少ない。現在，日本の労働人口の
約 3 人に 1 人が何らかの疾病を抱えながら働い
ている15）。教職員の健康管理において，特定保
健指導はその一部であり，指導の機会を最大限
活用する必要がある。よって，指導時には，が
ん検診の受診，中年期以降に有病率の高い緑内
障・白内障などへの対策として眼科受診，メタ
ボリックシンドロームに併存することが多い歯
周病対策としての歯科受診も勧める必要があ
る。また，肥満者では，睡眠時無呼吸症候群の
併存が少なくない為，休養の取り方と併せ，睡
眠についての確認が必要である。さらに，女性
の就労者が増加し，かつ出産後も仕事を継続す
ることが増えている中で，妊娠・出産に伴う体
調不良や，月経関連の症状や疾病が，QOLを
妨げているとされるため，これらについても必
要に応じ確認する必要がある16）。

5．結語
健康管理には時間とお金のマネージメントが

必要で，かつ，就労や家庭環境など社会的背景
も含んでおり，一律に正論を実施しづらい。ま
た，女性の社会進出に伴い，男女共に負担が増
加している。そのような中，「年単位でよりよ
い環境整備を継続すること」「長期的な視点で
の優先順位の調整」「支援者である家族との連
携」「介護や子育てと並行できる無理のない計
画」「独居者においては連携や行政の支援」な
どが必要である。特定健診および，特に特定保
健指導の意義を現時点で得られる結果から矮小
化すべきではないと考える。現場の我々として
すべきことは，就労者がより健康に過ごせるよ
う支援することであり，高血圧症，糖尿病，脂
質異常症に限らず，必要な医療に繋げることで
ある。また，退職予定者を地域の医療に繋げる
ことも重要である。

特定保健指導は，対象者にとっても，指導者
にとっても負担が少なくない。そのような中，
協力くださる対象者の方々，スタッフの皆様，

そして，道筋を作ってくださっている慶應義塾
健保の皆様に心より感謝を申し上げる。本取り
組みは職場の連携を深める契機ともなる良策で
あると考えている。
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